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1. 業務概要 

 

（１） 業務目的 

本業務の目的は、貴村における決算財務会計データの分析・解析を行い、総務省が示す「統

一的な基準」（以下、「統一基準」）による連結財務書類の作成を行います。 

また、現状の把握及び将来的な経営の改善に資するための資料作成を行い、健全な自治体経

営を目的とします。 

 

（２） 業務対象範囲 

統一基準で求められている「連結財務書類」作成について、その対象となる会計は地方公共

団体の一般会計のみならず、公営企業会計をはじめとする特別会計、住民サービスの一端を担

う一部事務組合・広域連合、出資金や負担金及び補助金の点で地方公共団体と深い関係を持つ、

地方三公社や第三セクターを含めることとなっています。 

※公営企業会計（法適用）や地方三公社・第三セクターは、すでに固定資産情報の集約や複

式簿記が採用されているため（法定の決算書にて、貸借対照表・損益計算書が掲載されている）、

統一基準財務書類の勘定科目に合わせるための決算書の読み替えを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省「連結財務書類作成の手引き」2 頁より） 

  

 



令和元年度決算 令和 2 年度 日高村 統一的な基準による財務書類作成サポート業務  

 

- 2 - 

 

 

前頁より、貴村の財務書類における対象範囲は以下のとおりです。 

 

会計区分 会計名称 連結区分 作成方法 

一般会計等 

一般会計 一般会計等財務書類 仕訳・財務書類作成 

住宅新築資金等特別会計 一般会計等財務書類 仕訳・財務書類作成 

公営企業会計 

（法非適用） 
簡易水道事業特別会計 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

公営事業会計 

(その他) 

国民健康保険事業会計 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

介護保険事業特別会計（事業勘定） 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

後期高齢者医療特別会計 全体財務書類 仕訳・財務書類作成 

一部事務組合・ 

広域連合 

仁淀川下流衛生事務組合 連結財務書類 按分 

日高村佐川町学校組合 連結財務書類 按分 

仁淀消防組合 連結財務書類 按分 

高知県広域食肉センター事務組合 連結財務書類 按分 

仁淀川市町村圏事務組合 連結財務書類 按分 

高知中央西部焼却処理事務組合 連結財務書類 按分 

こうち人づくり広域連合 連結財務書類 按分 

高知県市町村総合事務組合 

（議員公務災害補償業務） 
連結財務書類 按分 

高知県市町村総合事務組合 

（交通災害共済業務） 
連結財務書類 按分 

高知県市町村総合事務組合 

（自治会館管理業務） 
連結財務書類 按分 

高知県市町村総合事務組合 

（消防補償等業務） 
連結財務書類 按分 

高知県後期高齢者医療広域連合 連結財務書類 按分 

第三セクター 社会福祉協議会 連結財務書類 読替 

※作成方法の「仕訳・財務書類作成」は伝票データや固定資産台帳データを基に財務書類作成を行った会計、

「読替」は法定決算書を統一基準の読み替え方法で読み替えを行い連結した会計、「按分」は各会計より

受領した財務書類を負担割合に応じて按分を行い連結した会計を示します。 

 

なお、退職手当事務については、貴村の退職手当引当金計算時に退職手当組合積立額を加味

して計算しているため、その値をもって連結したこととします。 

（総務省「連結財務書類作成の手引き」Q＆A より） 
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2. 基礎資料 

本業務を行うにあたり、以下の資料を受領借用し作業を行いました。 

 

区分 受領データ 備考 

決算統計 
決算統計（普通会計） Excelデータ形式 

決算統計（特別会計） Excelデータ形式 

決算書 決算書 原本冊子 

健全化資料 

【29日高村】04 R01決算：健全化判断比率に関

する算定様式（算定様式）.xls 
Excelデータ形式 

その他内訳資料 Excelデータ形式 

固定資産台帳関係 

日高村：2019年度版：公会計管理システム［イン

フラ］Ver.4 
Excelデータ形式 

日高村：2019年度版：公会計管理システム［土地・

建物］Ver.4 
Excelデータ形式 

日高村：2019年度版：公会計管理システム［備品・

その他］Ver.4 
Excelデータ形式 

日高村：2019年度版：資産一覧表：提出用 Excelデータ形式 

日高村：2019年度版：評価額一覧表：提出用 Excelデータ形式 

執行データ 

00 一般.csv（歳入）→会計別 Csvデータ 

00 一般.csv（歳出）→会計別 Csvデータ 

ヒアリング回答 

財産に関する調書 紙資料 

基金内訳資料 紙資料 

債務負担行為の内訳資料 紙資料、PDFデータ 

①【日高村】H31一般・法非適用ヒアリングシー

ト.xlsx 
Excelデータ形式 

決算統計地方債会計別内訳データ Excelデータ形式 

 

 



令和元年度決算 令和 2 年度 日高村 統一的な基準による財務書類作成サポート業務  

 

- 4 - 

 

3. 作業内容 

 

 

① 計画準備 

業務全体の実施計画を立て、準備作業を行いました。 

 

② 打ち合わせ協議・資料収集 

作成基準、作業手順や借用資料等を把握し、協議及び資料収集を行いました。 

 

③ 資料受領 

本業務を行うにあたり、必要資料の受領を行いました。 

 

④ ヒアリング調査 

令和元年度決算財務書類を作成するためのヒアリング調査を行いました。 

 

⑤ 令和元年度決算仕訳作業（資金仕訳作業） 

作成した仕訳案を基に、各会計の令和元年度決算の仕訳作業を行いました。 

 

⑥ 令和元年度決算仕訳作業（非資金仕訳作業） 

各会計について、減価償却費などの非資金仕訳項目の仕訳作業を行いました。 

 

⑦ 読み替え作業 

地方三公社・第三セクターの法定決算書読み替え作業を行いました。 

 

⑧ 連結処理作業 

各会計の令和元年度財務書類の連結作業を行い、内部での資金のやり取りについて相

殺消去等の連結処理を行いました。 
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4. ヒアリング調査内容 

本業務を行うにあたり、非資金仕訳、整理仕訳が発生する以下の内容についてヒアリングを

行いました。 

（１） 歳計外現金について 

現在、貴村で保有している、歳計外現金について会計別にヒアリングを行いました。 

その結果、歳計外現金は一般会計のみで計上することを確認しました。 

 

（２） 賞与等引当金について 

令和 2年 6月の支給した賞与（法定福利費含む）について、ヒアリングを行いました。 

 

（３） 退職手当引当金について 

決算年度末時点で貴村の将来負担額として見込まれる退職手当引当金について、ヒアリング

を行いました。 

退職手当引当金の算出は、「健全化判断比率に関する算定様式」の 4⑤A表を一般会計の退

職手当引当金として計上を行いました。 

 

（４） 収入未済額について 

決算書において、収入未済額が発生している歳入のうち、現年度調定分か過年度調定（もし

くは滞納繰越）分かの確認を行うため、ヒアリングを行いました。 

 

（５） 貸付金について 

貸付金の残高のうち、短期分（翌年度に回収予定）か長期分（翌々年度以降に回収予定）か

の確認を行うためヒアリングを行いました。 

 

 



令和元年度決算 令和 2 年度 日高村 統一的な基準による財務書類作成サポート業務  

 

- 6 - 

 

5. 資金仕訳作業 

 統一基準では、歳入歳出の「資金仕訳」によって財務書類上の計上先を確定させることが必

要となります。その際は、総務省の「財務書類作成要領」における仕訳要領に従います。 

 

原則、一件の歳入歳出に対して一件の仕訳パターンが特定されます（「別表 6－1 歳入科目

（特定）」「別表 6－2 歳出科目（特定）」）が、歳入歳出の科目によっては、一件の歳入歳

出に対して二件以上の仕訳先が適用される場合があります（複数仕訳）。複数仕訳の内容を確

定させるには、一件の歳入歳出の内訳調査が必要になる点に注意が必要です。 

 

複数仕訳の具体例として、工事請負費は、一件の歳出（伝票・執行記録）で、費用（フロー）

と資産（ストック）のどちらにも支出されている可能性があります。具体的には、建物や工作

物の取得が行われる「工事請負費」ですが、中には維持補修的な支出も含まれます。維持補修

的な支出は「費用（フロー）」に区分されますが、建物や工作物の取得については資産（ストッ

ク）に区分されます。 

 

また、一件の歳出（「工事請負費」）の全額が資産（ストック）整備であった場合でも、そ

の歳出の中で建物と工作物といった、種類や耐用年数が異なる複数の資産が同時に取得されて

いる可能性があり、その場合は一件の歳出から二件以上の歳出仕訳を行うことになります。さ

らに、建物や工作物といった有形固定資産は、固定資産台帳にならい「事業用資産」「インフ

ラ資産」を区別して仕訳を行う点にも注意が必要です。 

 

 複数仕訳は、固定資産台帳整備段階でヒアリングを行いました。 

 なお、資金仕訳の仕訳要領は、次頁のとおりです。 
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（総務省「財務書類作成要領より） 
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6. 貸借対照表計上額 

 貸借対照表の各勘定科目の計上額について下記に示します。なお、有形固定資産及び無形固

定資産は、固定資産台帳より値を引用しているため、当該勘定科目以外の内容を記します。  

（１） 投資及び出資金について(勘定科目：有価証券、出資金、その他) 

投資及び出資金については、決算書の財産に関する調書より把握を行いました。 

 

・令和元年度末時点（一般会計のみ） 

1.時価のあるもの（勘定科目：有価証券） 

出資先 
令和元年度末 

時価評価額(円) 

錦山観光開発株式会社 10,000,000 

合計 10,000,000 

 

2.時価のないもののうち連結対象団体以外に対するもの（勘定科目：出資金） 

出資先 
令和元年度末 

出資額(円) 

高知県信用保証協会出捐金 2,740,000 

高知県肉用牛価格安定基金協会出資金 260,000 

高知県農業信用基金協会出資金 5,560,000 

高知県農業用廃プラスチック処理公社出資金 150,000 

高知県肉用子牛価格安定基金協会出資金 60,000 

高知県中央地域地場産業振興センター出資金 180,000 

高知県立野市自然動物公園運営基金出捐金 1,500,000 

高知県山林林業振興基金出捐金 2,040,000 

高知県文化財団出捐金 767,000 

高知県国際交流協会出捐金 1,270,000 

生きがい健康づくり基金出捐金 207,000 

暴力追放高知県民センター出捐金 755,504 

障害者スポーツ振興基金出捐金 128,000 

高知県内水面種苗センター出捐金 1,410,000 

高知県青果物価格安定基金出資金 160,000 

仁淀川広域ふるさと市町村圏基金出資金 77,891,000 

高知県消防協会運営財源消防団員基本財産出資金 100,000 

高知県森と緑の会出捐金 100,000 

公益社団法人高知県建設技術公社出捐金 30,000 

地方公営企業等金融機構出資金 500,000 

こうち・ひだかメガソーラ株式会社出資金 32,934,000 

株式会社 村の駅ひだか出資金 3,930,000 

合計 132,672,504 
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（２） 未収金について(勘定科目：長期延滞債権、未収金、徴収不能引当金) 

未収金については、決算書およびヒアリングより把握を行いました。 

 

・令和元年度末時点 

会計名称 
長期延滞債権

（円） 

長期延滞債権

引当金（円） 
未収金（円） 

未収金引当金

（円） 

一般会計 21,142,184 △555,375 6,854,901 △247,768 

住宅新築資金等特別会計 25,843,923 △123,859 0 0 

簡易水道事業特別会計 766,670 △809 99,953 △105 

国民健康保険事業(事業勘定) 9,044,144 △329,120 2,965,619 △111,585 

介護保険事業特別会計 1,073,900 △445,608 1,291,410 △535,863 

後期高齢者医療事業特別会計 400 0 70,700 0 

 

 

（３） 貸付金について(勘定科目：長期貸付金、短期貸付金) 

貸付金については、決算書等より把握を行いました。 

 

・令和元年度末時点（一般会計のみ） 

名称 
令和元年度末 

残高(円) 
備考 

一般会計 
長期 5,101,670 

未収金を除く 
短期 597,180 

合計 5,698,850   
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（４） 基金について（勘定科目：基金） 

基金の内訳について、財産に関する調書、決算統計等より確認を行いました。 

 

・令和元年度末時点 

会計名称 
令和元年度末 

残高（円） 
参照資料 

一般会計 1,725,163,812   

財政調整基金 300,474,000 

決算統計内訳 減債基金 
固定 0 

流動 318,328,000 

その他 1,106,361,812 

住宅新築資金等特別会計 0   

財政調整基金 0 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

簡易水道事業特別会計 138,593,000   

財政調整基金 138,593,000 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

国民健康保険事業(事業勘定) 85,049,000   

財政調整基金 85,049,000 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

介護保険事業特別会計 50,697,666   

財政調整基金 50,697,666 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 

後期高齢者医療事業特別会計 0   

財政調整基金 0 

財産に関する調書 減債基金 
固定 0 

流動 0 

その他 0 
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（５） 資金について(勘定科目：現金預金、預り金) 

資金については、決算書より把握を行いました。また、歳計外現金についてはヒアリング

より把握を行いました。 

 

・令和元年度末時点 

会計名称 
令和元年度末 

残高（円） 
参照資料 

一般会計 360,641,929   

現金預金 360,641,929 決算書（歳入歳出差引額） 

歳計外現金(勘定科目：流動負債_預り金) 0 ヒアリング回答 

住宅新築資金等特別会計 4,937,071   

現金預金 4,937,071 決算書（歳入歳出差引額） 

簡易水道事業特別会計 3,939,894   

現金預金 3,939,894 決算書（歳入歳出差引額） 

国民健康保険事業(事業勘定) 3,036,975   

現金預金 3,036,975 決算書（歳入歳出差引額） 

介護保険事業特別会計 21,015,498   

現金預金 21,015,498 決算書（歳入歳出差引額） 

後期高齢者医療事業特別会計 2,296,300   

現金預金 2,296,300 決算書（歳入歳出差引額） 
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（６） 地方債について（勘定科目：地方債、1年内償還予定地方債） 

地方債について、決算統計等の資料より把握を行いました。 

 

・令和元年度末時点 

会計名称 
令和元年度末 

残高（円） 
参照資料 

一般会計 3,830,406,513 決算説明資料より 

地方債 3,419,715,640 残高-1年以内償還予定地方債 

1 年以内償還予定地方債（令和 2年度） 410,690,873 ヒアリング回答より 

住宅新築資金等特別会計 1,788,695 決算説明資料より 

地方債 905,898 残高-1年以内償還予定地方債 

1 年以内償還予定地方債（令和 2年度） 882,797 ヒアリング回答より 

簡易水道事業特別会計 1,019,155,426 決算説明資料より 

地方債 961,339,745 残高-1年以内償還予定地方債 

1 年以内償還予定地方債（令和 2年度） 57,815,681 ヒアリング回答より 

国民健康保険事業(事業勘定) 0  

地方債 0  

1 年以内償還予定地方債（令和 2年度） 0  

介護保険事業特別会計 1,100,000 決算説明資料より 

地方債 0  

1 年以内償還予定地方債（令和 2年度） 1,100,000 ヒアリング回答より 

後期高齢者医療事業特別会計 0  

地方債 0   

1 年以内償還予定地方債（令和 2年度） 0   

 

（７） リース負債について（勘定科目：負債の部_その他） 

リース負債について、固定資産台帳で整備を行った、リース資産について、契約書の内容

を確認し、翌年度の支出予定の金額については、流動負債のその他に、翌々年度以降に支出

予定の金額については、固定負債のその他にそれぞれ計上しました。 

 

契約名称 取得年月日 
令和 2 年度 

支出予定額（円） 

令和 3年度以降 

支出予定額（円） 

地籍調査支援総合システム H26.8.1 0 0 

基幹業務系端末 H27.1.1 0 0 

戸籍総合システムハードウエア H28.12.20 4,243,752 8,487,504 

保健センター電話機 H25.8.21 70,560 0 
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契約名称 取得年月日 
令和 2年度 

支出予定額（円） 

令和 3年度以降 

支出予定額（円） 

小学校パソコン H26.8.1 0 0 

中学校パソコン H26.8.1 0 0 

公用車(ダイハツタント) H26.6.16 0 0 

人事給与システム H27.9.1 452,140 0 

水道料金システム H27.1.1 1,040,040 0 

公用車(NBOX) H27.9.1 115,665 0 

起債管理システム H28.8.1 495,840 165,280 

障害者福祉台帳システム H27.4.1 0 0 

公用車(アトレーワゴン) H28.6.15 663,600 0 

ハイゼット H30.6.14 277,800 601,900 

スズキ キャリー  H30.7.2 393,984 98,496 

ハイゼットトラック H30.4.9 247,200 494,400 

ダイハツ ムーヴ H30.12.5 422,939 281,958 

ダイハツ バン R2.12.4 386,400 644,000 

スズキ スペーシアカスタム R2.8.29 325,200 1,084,000 

スズキ エブリー R2.12.10 297,600 1,091,200 

合計 9,432,720 12,948,738 
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（８） 退職手当引当金・賞与等引当金について 

退職手当引当金は、「健全化判断比率に関する算定様式」の 4⑤A表より、賞与等引当金に

ついては、ヒアリングより把握を行いました。 

 

【退職手当引当金】（勘定科目：固定負債_退職手当引当金） 

・令和元年度末時点 

会計名称 

退職手当引当 

金額（円） 

(A) 

一般会計 241,193,000 

住宅新築資金等特別会計 0 

簡易水道事業特別会計 0 

国民健康保険事業(事業勘定) 0 

介護保険事業特別会計 0 

後期高齢者医療事業特別会計 0 

 

【賞与等引当金】（勘定科目：流動負債_賞与等引当金） 

・令和元年度末時点 

会計名称 

期末・勤勉手当 

総額(円) 

(A) 

法定福利費 

相当額(円) 

(B) 

合計(円) 

（A）+（B）=(C) 

令和元年度末 

賞与等引当金(円) 

(C)*(4/6) 

一般会計 49,233,173  9,081,402  58,314,575  38,876,383  

住宅新築資金等特別会計 0  0  0  0  

簡易水道事業特別会計 926,397  184,218  1,110,615  740,410  

国民健康保険事業(事業勘定) 1,302,490  255,144  1,557,634  1,038,423  

介護保険事業特別会計 1,533,541  304,777  1,838,318  1,225,545  

後期高齢者医療事業特別会計 0  0  0  0 

 

（９） 未払金について（勘定科目：長期未払金、未払金） 

未払金について、決算統計 37表より確認を行いました。 

会計名称 
令和 2年度 

支払予定(円) 

令和 3年度 

支払予定(円) 
支払残高(円) 

一般会計 5,973,000 16,804,000 22,777,000 
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7. 行政コスト計算書計上額 

行政コスト計算書は、歳入歳出執行データの自動仕訳の結果及び非資金仕訳の結果をそれ

ぞれの勘定科目に計上して作成を行っています。勘定科目の内訳は、以下のとおりです。 

一般会計 （単位： 円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費 → 2節、3節、4節、5節支出額-前年度賞与等引当金計上額

賞与等引当金繰入額 → 決算年度賞与等引当金計上額

退職手当引当金繰入額 → 退職手当引当金前年度との差額（増加の場合）

その他 → 1節、6節支出額

物件費等

物件費 → 7節、8節、9節、10節、11節（修繕費分は除く）、12節（火

災保険自動車保険料は除く）、13節(資本的支出を除く )、14

節（リース料は除く）、18節(資本的支出を除く )

維持補修費 → 16節、15節（資本的支出工事費を除く）

減価償却費 → 決算年度固定資産減価償却費

その他 → 物件費のうち上記以外のもの

その他の業務費用

支払利息 → 地方債等利子分支払い額

徴収不能引当金繰入額 → 決算年度徴収不能引当金繰入額

その他 → 21節、23節、火災保険自動車保険料等

移転費用

補助金等 → 19節支出額

社会保障給付 → 20節支出額

他会計への繰出金 → 28節支出額

その他 → 22節、26節、27節支出額

経常収益

使用料及び手数料 → 9款使用料及び手数料

その他 → 12款財産収入、16款諸収入、退職手当引当金前年度との差額

（減少の場合）

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費 → 災害復旧工事費

資産除売却損 → 固定資産除却・売却時の損失額等

投資損失引当金繰入額 → 投資損失引当金前年度との差額（増加の場合）

損失補償等引当金繰入額 → 損失補償等引当金前年度との差額（増加の場合）

その他 → 不納欠損額、長期延滞債権調定額修正等の調整額

臨時利益

資産売却益 → 固定資産除却・売却時の利益額等

その他 → 不納欠損額、長期延滞債権調定額修正等の調整額、投資損失

引当金前年度との差額（減少の場合）、損失補償等引当金前

年度との差額（減少の場合）

純行政コスト ※整理仕訳等によって、上記以外の例外が発生する場合もあります。

行政コスト計算書

自　平成 31年 4月  1日

至　令和 2年 3月 31日

科目 金額

4,447,977,196

3,279,780,083

584,422,811

487,060,868

38,876,383

-

58,485,560

2,638,495,326

887,128,121

942,805,752

808,561,453

-

56,861,946

16,148,764

278,155

40,435,027

1,168,197,113

608,224,462

215,305,566

239,946,495

104,720,590

113,060,168

31,172,774

81,887,394

4,334,917,028

39,260,702

22,033,000

14,808,183

-

-

2,419,519

-

-

-

4,374,177,730  
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8. 純資産変動計算書計上額 

純資産変動計算書について、財源の勘定科目それぞれの値は、歳入執行データの自動仕訳の

結果より作成しています。内部変動の勘定科目それぞれの値は、有形固定資産の増減及び基金

等の増減より作成を行っています。 

 

一般会計 (単位： 円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 20,584,271,653 △ 3,219,860,836 #

純行政コスト（△） △ 4,374,177,730

財源 3,104,423,899

税収等 2,271,210,396 →
1款都道府県税～8款分担金及び負担金、13款

寄付金、14款繰入金等

国県等補助金 833,213,503 → 10款国庫支出金、11款都道府県支出金等

本年度差額 △ 1,269,753,831

固定資産等の変動（内部変動） △ 701,538,974 701,538,974

有形固定資産等の増加 401,055,642 △ 401,055,642 → 有形固定資産新規有償取得

有形固定資産等の減少 △ 811,276,236 811,276,236 → 有形固定資産売却、今年度減価償却費

貸付金・基金等の増加 167,661,676 △ 167,661,676 →
有形固定資産以外の固定資産、短期貸付金・

基金の増加

貸付金・基金等の減少 △ 458,980,056 458,980,056 →
有形固定資産以外の固定資産、短期貸付金・

基金の減少
資産評価差額 - → 有価証券等評価差額

無償所管換等 34,838,202 → 固定資産寄付増減、所管換え、評価差額

その他 - 1 → その他調整額

本年度純資産変動額 △ 666,700,772 △ 568,214,856

本年度末純資産残高 19,917,570,881 △ 3,788,075,692

※整理仕訳等によって、上記以外の例外が発生する場

合もあります。16,129,495,189

純資産変動計算書

科目 合計

自　平成 31年 4月  1日
至　令和 2年 3月 31日

17,364,410,817

△ 4,374,177,730

3,104,423,899

2,271,210,396

833,213,503

△ 1,269,753,831

-

34,838,202

1

△ 1,234,915,628
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9. 資金収支計算書計上額 

資金収支計算書については、歳入歳出執行データの自動仕訳の結果及び歳計外現金のヒアリ

ング結果を基に作成を行っています。 

一般会計 （単位： 円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出 → 1節～6節

物件費等支出 →
7～12節、13、15、17、18節（資産形成以外のもの）、14節（リース料

以外のもの）

支払利息支出 → 23節　利子支払等

その他の支出 → 21節　貸付費用

移転費用支出

補助金等支出 → 19節

社会保障給付支出 → 20節

他会計への繰出支出 → 28節

その他の支出 → 22節、26節、27節

業務収入

税収等収入 →
1～8款、13款、14款（基金繰入金を除く）、利子割生産金収入、国民健

康保険料等

国県等補助金収入 → 10款、11款のうち業務活動に関するもの

使用料及び手数料収入 → 9款

その他の収入 →

臨時支出

災害復旧事業費支出 → 13、15節（災害復旧工事に関するもの）

その他の支出 → 上記以外の臨時的な支出

臨時収入 → 10款、11款のうち臨時的なもの

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出 → 13、15、17、18節（資産形成に関するもの）

基金積立金支出 → 25節

投資及び出資金支出 → 24節

貸付金支出 → 21節

その他の支出 → 上記以外の投資活動支出

投資活動収入

国県等補助金収入 → 10款、11款のうち投資活動に関するもの

基金取崩収入 → 14款　基金繰入金

貸付金元金回収収入 → 16款　貸付金元利収入

資産売却収入 → 12款　財産売払収入、生産物売払収入

その他の収入 → 償還金等

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出 → 23節　地方債元本償還等

その他の支出 → 14節（リース料に関するもの）

財務活動収入

地方債発行収入 → 17款

その他の収入 → 16款　借入金

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高 →前年度末歳計外現金残高（ヒアリングより）

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高 →決算年度末歳計外現金残高（ヒアリングより）

本年度末現金預金残高 ※整理仕訳等によって、上記以外の例外が発生する場合もあります。

本年度末資金残高

本年度資金収支額

前年度末資金残高

資金収支計算書

科目 金額

自　平成 31年 4月  1日

至　令和 2年 3月 31日

12款（財産売払収入を除く）、16款（貸付金元利収入、借入金を

除く）、17款　共済掛金及び交付金等

3,657,054,177

2,480,185,064

581,574,000

1,842,027,273

16,148,764

40,435,027

1,176,869,113

608,224,462

215,305,566

239,946,495

113,392,590

2,837,233,590

2,272,599,472

469,884,503

31,437,991

63,311,624

22,033,000

22,033,000

-

10,155,000

△ 831,698,587

558,746,442

396,782,442

160,824,000

-

1,140,000

-

803,596,450

353,174,000

449,487,000

935,450

-

-

244,850,008

353,455,794

339,783,048

13,672,746

1,050,129,000

1,050,129,000

-

696,673,206

109,824,627

360,641,929

250,817,302

360,641,929

-

-

-
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10. 4 表の関係性について 

作成した財務書類の各表の関係性は以下のとおりです。 

各会計の財務書類において、4 表の相互関係が成り立っていることを確認しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省「財務書類作成にあたっての基礎知識」5 頁より） 
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11. 法適用会計及び連結団体の読み替え作業 

連結財務書類の作成を行うため、現在、法適用会計で作成されている決算書を、統一基準

による財務書類の勘定科目に合わせるために読み替え作業を行いました。 

また、公社・三セクにつきましても、同様の方法にて読み替え作業を行いました。 

下図は法適用会計の水道会計読み替え例です。 
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12. 連結団体の按分表 

連結対象である一部事務組合の財務書類を受領し、負担割合を用いて按分作業を行ってお

ります。 

連結対象団体と、それぞれの按分割合を下記に示します。 

 

組合名称 按分割合 

仁淀川下流衛生事務組合 13.59% 

日高村佐川町学校組合 69.20% 

仁淀消防組合 21.24% 

高知県広域食肉センター事務組合 0.78% 

仁淀川市町村圏事務組合 

（介護認定審査会を除く） 21.97% 

（介護認定審査会） 32.27% 

高知中央西部焼却処理事務組合 15.89% 

こうち人づくり広域連合 1.82% 

高知県市町村総合事務組合 

議員公務災害補償業務 3.28% 

交通災害共済業務 2.11% 

自治会館管理業務 2.57% 

消防補償等業務 1.29% 

高知県後期高齢者医療広域連合 0.81% 

※上図では、小数第三位を四捨五入しています。 
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13. 連結相殺消去作業 

 連結対象会計間での取引を単純合計後の値から相殺消去をすることで、純計を算出していま

す。 

以下は、相殺消去を行った項目です。 

歳出会計 歳入会計 歳出科目 金額（円） 

住宅新築資金等特別会計 一般会計 他会計等への繰出金 4,000,000 

国民健康保険事業 

（事業勘定） 
一般会計 他会計等への繰出金 5,440,703 

一般会計 後期高齢者医療事業（市町村） 他会計等への繰出金 30,864,208 

一般会計 後期高齢者医療事業（市町村） 他会計等への繰出金 378,464 

一般会計 国民健康保険事業（事業勘定） 他会計等への繰出金 38,892,880 

一般会計 国民健康保険事業（事業勘定） 他会計等への繰出金 10,019,000 

一般会計 国民健康保険事業（事業勘定） 他会計等への繰出金 21,679,226 

一般会計 国民健康保険事業（事業勘定） 他会計等への繰出金 1,680,000 

一般会計 国民健康保険事業（事業勘定） 他会計等への繰出金 2,128,395 

一般会計 介護保険事業（保険事業勘定） 他会計等への繰出金 98,195,322 

一般会計 簡易水道事業 他会計等への繰出金 36,109,000 

高知県市町村総合事務組

合（議員公務災害補償業

務） 

高知県市町村総合事務組合 

（議員公務災害補償業務） 
他会計等への繰出金 103,700 

一般会計 仁淀川下流衛生事務組合 補助金等 20,388,000 

一般会計 
高知県広域食肉センター事務組

合 
補助金等 79,184 

一般会計 日高村佐川町学校組合 補助金等 91,067,000 

一般会計 社会福祉協議会 補助金等 20,771,943 

一般会計 高知中央西部焼却処理事務組合 補助金等 73,193,000 

一般会計 仁淀消防組合 補助金等 40,400,000 

一般会計 高知県後期高齢者医療広域連合 補助金等 96,699,677 

後期高齢者医療事業 

（市町村） 
高知県後期高齢者医療広域連合 補助金等 88,957,908 
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歳出会計 歳入会計 歳出科目 金額（円） 

一般会計 仁淀川市町村圏事務組合 補助金等 270,670 

一般会計 
高知県市町村総合事務組合 

（消防補償等業務） 
補助金等 2,317,400 

一般会計 
高知県市町村総合事務組合 

（議員公務災害補償業務） 
補助金等 56,000 

介護保険事業 

（保険事業勘定） 
仁淀川市町村圏事務組合 補助金等 1,271,418 

一般会計 社会福祉協議会 物件費 24,577,506 

介護保険事業 

（保険事業勘定） 
社会福祉協議会 物件費 3,059,474 

一般会計 
高知県市町村総合事務組合 

（退職手当事業） 

退職手当組合 

【連結修正等】 
133,314,000 

 

14. 別添資料 

 

① 統一的な基準による財務書類 4 表（一般会計等、全体、連結財務書類） 

② 連結精算表 

③ 分析資料 

④ 公表用資料 

 

 


